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This study analyzes the current trends in attribution studies related to attention deficit/hyperactivity disorder 
(ADHD). We analyzed 12 papers obtained from database searches that cover the period from 2014 to 2024. These studies 
address the three research challenges identified by Tanaka (2013): examining developmental changes, parental attribution 
of causes and secondary disorders, and methods for clarifying the attribution of causes. The research trends were ana-
lyzed by categorizing them into three types: studies on cause attribution by children/individuals with ADHD, parental 
cause attribution, and other cause attribution. First, no conclusive findings were reached regarding the examination of de-
velopmental changes. However, children with ADHD exhibit non-attributive and internal attributions from childhood un-
til adolescence, and stigma perception is associated with internal attributions. To date, no studies on adults have been 
conducted. Regarding the parental attribution and secondary disorders, negative attributions by both mothers and fathers 
influenced parenting attitudes, indicating a close relationship between parental attribution and secondary disorders. As 
for the methods for clarifying attribution, while there was a lack of longitudinal studies and case examinations, improve-
ments in vignette design were observed. Other studies have focused on the individuals in children’s environments. These 
results indicate that the manner of explanation in understanding and awareness efforts influences how the behavior of 
children with ADHD is attributed and affects attitude formation. This finding highlights the need for a psychosocial ap-
proach aligned with social models to prevent stigma. 
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Ⅰ　問題と目的

注意欠如多動症（Attention-Deficit/Hyperactivity Disor-
der：以下 ADHD）は，神経発達症の一つである。代表
的な診断基準である DSM-5-TR（APA, 2022）において
は，不注意及び多動性・衝動性の 2 つの症状群により特
徴づけられる。診断は，これらの症状が 6 か月以上持続
し，家庭，学校，職場など複数の環境において社会的，
学業的，または職業的機能に著しい支障をきたしている
場合とされ，症状は小児期に発症し，思春期から成人期
にかけて持続することが多く，学業不振や対人関係の困
難，情緒的問題など，多方面にわたる影響を及ぼすとさ
れている。有病率は国際的に 5〜7% と報告されており

（Polanczyk et al., 2007），我が国においても医学や学校教
育の現場で高い関心が寄せられている。

ADHD は，他の精神障害や神経発達症と併存するこ
とが多いことが報告されており（併存症），また，適切
な支援がなされない場合には二次的な心理・社会的問題

（以下，二次障害）が生じる可能性が高いとされている
（山下，2022）。二次障害とは，ADHD の中核症状その

ものによって生じるものではなく，失敗体験や否定的評
価の積み重ねなどにより，二次的に引き起こされる心理
的・社会的困難を指す（高山，2007）。具体的には，自
己肯定感の低下や劣等感，抑うつ・不安症状，引きこも
り，不登校，非行・逸脱行動，さらには親子関係や教師
との関係悪化などが指摘されている（例えば Barkley, 
2005；Brown, 2005；高山，2007）。二次障害の背景には，
診断の遅れや不適切な支援の継続が挙げられており，予
防には ADHD の早期発見と適切な支援の継続が重要で
あるとされる（例えば Brown, 2005；斎藤ら，2023）。

ADHD の二次障害を予防する観点の一つに，「なぜそ
うなったのか」という自己認識である原因帰属が挙げら
れる（田中，2013）。原因帰属（causal attribution）とは，
個人が特定の出来事や行動の原因をどのように認識し，
それを何に帰属させるかという心理的過程を指す（Wein-
er, 1985）。Weiner は，原因帰属の次元を統制可能性（自
分で制御可能か），帰属の位置（原因を自分に求めるか
他者や環境に求めるか），帰属の安定性（その原因が時
間を超えて持続するかどうか），帰属の領域（特定の場
面に限定されるか，全体に及ぶか）の 4 つで定義し，成
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功・肯定的状況や失敗・否定的状況の原因をどう解釈す
るかによって，その後の行動が方向づけられるとした。
この次元の組み合わせが，行動の持続や感情反応に大き
な影響を及ぼすと考えられ，失敗体験が自己効力感や成
功への期待に影響を与え，二次障害の発現に関係するこ
とが示唆されてきた。

田中（2013）は，1975 年から 2008 年までの 33 年間
にわたるADHDの原因帰属に関する研究15編を対象に，
その研究動向を 3 つに要約した。第一に，ADHD 児者
本人の原因帰属の特徴である。児童期にある ADHD 児
は，成功・肯定的状況であるか失敗・否定的状況である
かにかかわらず非統制性・外在性で帰属する傾向がある

（Milich & Okazaki, 1991：Milich, 1994：Hoza et al., 2001：
Niederhofer, 2008）。一方，成人期にある ADHD 者では
非統制性で内在性・安定性・全体性の組み合わせである
負の抑うつ的帰属スタイルを示す（Rucklidge, 1997：
Rucklidge et al., 2007）。第二に，薬物療法の有無による
比較である。薬物療法により行動変容がみられたとして
も自己評価が下がる可能性があり（Ohan & Johnston, 
1999），薬物療法を受けることをどのように原因帰属す
るかを支援することが重要である。第三には，併存症状
有無間比較である。LD 併存の影響が検討された研究で
も明確な結果は得られていないことから，ADHD に特
徴的な原因帰属スタイルがあるとは言い切れない（Ta-
bassam & Grainger, 2002：Shmusky & Gobbo, 2007）。また
ADHD の原因帰属に関する 3 つの課題が指摘された。
課題の第一は，『発達による変容の検討』である。帰属
の位置について児童期は外在性だが成人期では内在性お
よび負の抑うつ的帰属スタイルが示され，発達的変化の
存在が指摘されるが実証されていない。第二の課題は，

『親の原因帰属と二次障害』である。ADHD の子どもを
持つ親の，子どもの行動の原因帰属に焦点を当てた研究
は比較的多いが，二次障害にどのように影響するかを検
討した研究は確認されていないとし，親の否定的帰属の
形成を防ぐことが二次障害を予防する可能性があるにも
かかわらず，その観点からの知見は乏しいとした。第三
の課題は，『原因帰属を明らかにする研究方法』である。
原因帰属研究はビネット調査が主流であるが，ビネット
の多くが架空事例の提示であるため，ADHD 児者が他
人事として捉え当事者性に欠けるのではないかとし，自
己関与的に捉えることができる研究方法の開発が課題で
あるとした。 

上記の 3 つの課題は，ADHD 者の原因帰属の理解が
心理的支援において重要であることを示唆し，その後の
研究の動向が注目される。『発達による変容の検討』に
関しては，児童期とそれ以降成人期に至るまでの各発達
期の ADHD 児者の原因帰属特性を明らかにするのみな
らず，発達期間比較や変容に関する研究の分析が期待さ

れる。『親の原因帰属と二次障害』については，ADHD
児者本人の原因帰属の研究動向のみを扱った田中

（2013）から拡充して，親と親子関係に関する原因帰属
にも焦点を当てた研究の分析が必要である。また，これ
らの研究が，ADHD 児者が原因帰属をより自己関与的
にとらえることができる『原因帰属を明らかにする研究
方法』で行われたか併せて整理することが重要であろ
う。さらには，近年の研究から新しい知見が得られ，課
題が生じたかに関しても，研究の進展が注目されるとこ
ろである。

本研究では，近年の ADHD の原因帰属研究に関する
新しい課題や動向を明らかにする。まず，ADHD 児者
の原因帰属，親の原因帰属とその他の研究を分析し，こ
の結果を用いて田中（2013）が示した『発達による変容
の検討』『親の原因帰属と二次障害』『原因帰属を明らか
にする研究方法』の 3 つの課題に対するその後の研究成
果が得られたかを考察しつつ，その他の新しい研究知見
が得られたかも合わせて検討を行う。これらによって，
今後の ADHD 児者支援に与える臨床的な視座を得るこ
とを目的とする。

Ⅱ . 方法 

1．文献検索と採用基準
ADHD 児者に関する原因帰属研究の最新動向を明ら

かにするため，Reddy ら（2018） によるシステマティッ
ク・レビューの手法を援用し，以下の 1）～3）の手続
きを踏んだ。論文の抽出期間は，2014 年から 2024 年ま
での 11 年間とした。
1）データベース検索：① ADHD と②原因帰属の組み合
わせで文献検索を繰り返し行った。キーワードは，①は

“Attention Deficit Hyperactivity Disorder”“ADHD”“注意
欠如多動症”“注意欠如 / 多動障害”，②は“Causal attri-
bution”“Attributional Style”“原因帰属”“帰属スタイル”
を用いた。使用した文献データベースは，PsycINFO，
PubMed，CiNii Articles，医中誌 Web，国立国会図書館
サーチ（NDL サーチ），メディカルオンラインの 6 つと
した。
2）和文誌の追加検索：ADHD を対象にした研究論文が
掲載されている主要な学会誌である『特殊教育学研究』

『LD 研究』『小児の精神と神経』『児童青年精神医学と
その近接領域』『教育心理学研究』『発達心理学研究』『発
達障害研究』の各号の目次を検索し，該当する文献を抽
出した。また，原因帰属を心理学の立場から扱う論文が
掲載されている主要学会誌として，『心理学研究』『心理
学評論』の各号の目次を検索した。
3）その他：1）・2）に該当した論文の Reference を参照
し，文献が網羅されるようにした。特に，発達障害また
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は神経発達症と，ADHD 児者が対象に含まれる論文，
原因帰属や自己効力感，動機付けなど近接するテーマを
主題とし原因帰属がキーワードに含まれる論文がないか
を確認した。

上記の検索手続きを行い，得られた 28 編の全文を精
査し，ADHD に関する独立した結果と考察がなされて
いないもの，実践者向けの教育雑誌や学術大会の抄録及
び学位論文を除外した結果，13編（欧文12編，和文1編）
が抽出され，レビュー論文 1 本を除き，分析対象として
12 編を採用した。

2．分析の方針
抽出した 12 編の全文を繰り返し精読し，研究の主題

と研究の方法の観点から整理した。研究の主題では， 『発
達による変容の検討』『親の原因帰属と二次障害』を明
らかにするために研究対象として誰の原因帰属を扱って
いるか，ADHD 児者・親・その他の 3 つで分類した。
その上で，『原因帰属を明らかにする研究方法』を明ら
かにするために研究の方法を以下の 6 つの視点から整理
した。すなわち，発達期（ADHD 児者はどの発達期に
属しているか，幼児期・児童期・青年期・成人期の 4 つ
で分類），時間軸（横断研究・縦断研究），研究の群構成

（比較研究（定型発達・ADHD 群・異年齢等）か，単一
群か），サンプルサイズ（対象者の人数など），データ収
集の方法（「実験」「質問紙調査」「事例」「インタビュー
調査」「混合研究法」「介入研究」「プログラム評価」の
7 つで分類），原因帰属の評価，である。

ADHD 児者本人の原因帰属を主題とした研究におい
ては，論文ごとに原因帰属に関する「帰属の対象領域

（学習・行動・社会性・全般）」と，「対象とする帰属の
次元」について成功・肯定的状況，失敗・否定的状況の
それぞれの「帰属の方向（内在性・外在性）」「帰属因（努
力・能力 / 運・難度）」「帰属の安定性（安定性・非安定
性）」「帰属の領域（全体性・特殊性）を整理した。

Ⅲ . 結果

抽出した 12 編を研究の主題に沿って「ADHD 児者の
原因帰属」「ADHD の子どもを持つ親の原因帰属」及び

「その他」で分類し，研究の方法とともに分析した。「そ
の他」の研究は，一般市民，保育者，教員を研究対象と
しており，ADHD 児者を取り巻く周囲の人物を対象と
したものであると考えられたため，「ADHD 児者の周囲
の人物の原因帰属」と命名した。結果を Table 1 に示す。

1．ADHD 児者の原因帰属
ADHD 児者を対象とした研究は 4 編であり，児童期 2

編，青年期 1 編，成人期 1 編であった。いずれも横断研

究であり，定型発達との比較研究が行われ質問紙と架空
場面を用いたビネット調査の混合研究法であった。

児童期の ADHD を対象とした研究は 2 編であった。
Colalillo ら（2014）は，ADHD 児が自分の行動が親の原
因帰属にどのように影響し親子関係に作用するのかを主
題とし，親子の相互作用を描いた独自のビネット調査で
ある CAM が用いられた。採用された帰属の位置と帰属
因は外在性（親のせいである：親の努力，親の能力，課
題の難度），内在性（自分のせいである）であり，定型
発達児と比較された。結果から親の努力や能力，課題の
難度は両群に差がないが，ADHD 児は親子間に起こる
成功・肯定的状況及び失敗・否定的状況はすべて自分の
責任であると内在性で帰属するとした。さらに親にとっ
て望ましい行動をとりたいという動機は両群に存在する
が，親にとって望ましくない行動の原因をより内在化す
るのは ADHD 児であることも指摘した。これらの結果
は ADHD 児が自己の行動を内在性で帰属すること，親
の望ましさに沿いたいのに沿っていないことが親子関係
の質や親の対応にも影響を及ぼすことから，将来的な二
次障害ともなる可能性があることを示唆した。考察で
は，ADHD 児の内在的な帰属は，自己中心的な解釈傾
向と他者視点取得の難しさや共感性，内省の発達の遅れ
に起因するとされた。

Haas ら（2015）は，ADHD 児を行動問題（反抗挑戦症，
行為障害の併存）の有無で群分けし，架空場面を用いた
既存のビネット調査である PASQ を用いて原因帰属を自
己有能感との関連で検討した。行動問題のある ADHD
児は自己評価が低く自分の失敗・否定的状況を内在性で
帰属する反面，「自分は問題を解決できる」という自己
有能感が高かった。また，自身の行動を統制できないた
めに保護者や教師から否定的に評価されると認識しつ
つ，心理的苦痛は見られず自分の行動を変えたいという
内発的動機付けが乏しいことを見出し，発達の未熟さや
内省力の弱さに起因するものとして考察を加えている。

Varma & Wiener（2020）では，青年期の ADHD 者と
定型発達者を対象に原因帰属とスティグマとの関連が検
討されオリジナルのビネット「Alex」が用いられた。こ
れは「Alex 青年」が社会的困難や危険の状況，学修困
難などに出会う場面を写真で構成され，年齢が近く現実
的な場面の提示により，より自己関与を高める工夫がな
されていた。結果として ADHD 者は，自身の学習困難
や反抗的行動の問題を強く認知し，内在性・全体性・安
定性で帰属し負の抑うつ的帰属スタイルを示した。また
自分の行動が他者のスティグマとなると認知し，最も問
題のある行動は努力によって克服できる問題ではないと
認識したと報告した。考察としては，自分の行動が引き
起こす問題の重篤度を正確に評価できる能力が未熟であ
るとしている。
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Table 1
抽出された論文の概要

№ 著者 発表年
研究の主題 研究の方法

研究
対象 研究の主題 発達期 時間軸 群構成 データ収

集の方法
原因帰属の

評価 サンプルサイズ

1
Colalillo・
Williamson・
Johnston

2014

ADHD
児者本人
の自己の
行動の原
因帰属

ADHD
児

ADHD 児は自分の行
動をどう帰属する
か，それが親子関係
にどう作用すると考
えるかを検討

児童期 横断 比較
混合

（質問紙・
面接）

CAM
（ビネット：
架空場面の
短い文章）

男児（平均 9.75 歳）
66 人
・�実 験 群：ADHD

男児 ２８ 人
・�統 制 群：ADHD

のない男児 ３８ 人

2

Haas・
Wasch-
busch・
King・Walsh

2015
ADHD

児

ADHD 児の行動問題
の有無による原因帰
属と有能感の関係に
ついて検討

児童期 横断 比較
混合

（質問紙・
面接）

PASQ
（ビネット：
架空場面・
短い文章）

小学生 72 人
・�定型発達児１７人・

行動問題のない
ADHD 児 40 人

・�行動問題のある
ADHD 児 １５ 人

3
Varma・
Wiener 2020

ADHD
青年

ADHD 児にみられる
社会的困難を自身は
どう原因帰属する
か，その行動がス
ティグマとなってい
るか

青年期 横断 比較
混合

（質問紙・
面接）

・AAQ
（ビネット：
短文）
・「ALEX」
（ビネット：
写真）

青年 74 人
・�ADHD のある青年

40 人
・�ADHD のない青年

34 人

4
Park・
Johnston 2019

子どもの
行動への
原因帰属

ADHD
成人

ADHD 傾向のある親
が子どもの行動をど
う原因帰属するかを
検討

成人期 横断 比較

質問紙
（オン
ライン
調査）

PAQ
（ビネット：
架空場面・
短い文章）

成人 79 人
・�6-12歳の子どもを

持つ，ADHD 傾向
のある母親

5

Huang・Li・
Cheng・
Lin,Yang・
Huang

2014

子どもの
行動に関
する親の
原因帰属

母親

ADHD 児を持つ母親
の原因帰属スタイル
を子どもの破壊的行
動との関連において
明らかにする

児童期 横断 比較 質問紙

SAQ
（ビネット：
架空場面・
短い文章）

7-12 歳の子どもを
持つ母親 129 人
・�ADHD 児 を 持 つ

母親 65 人
・�定型発達児を持つ

母親 64 人

6

Beaulieu・
Norman-
deau・
Robaey

2014 母親

ペアレントトレーニ
ングにおける ADHD
児の親の原因帰属と
自己効力感の変容及
び介入後の子育て実
践の予測因子として
の社会的認知を検討

児童期 横断 比較 介入

親の自己効
力感を測定
する尺度に
原因帰属の
項目を含む

児童期の親 141 人
・�ADHD 児 を 持 つ

親 107 人
・�ADHD 児 を 持 た

ない親 34 人

7
Williamson・
Johnston 2015 父親と

母親

親 が ADHD 児 の 行
動をどのように原因
帰属し，今後の行動
を統制できると考え
るかにおける父親と
母親の帰属の違いを
検討

児童期
縦断

（7 カ
月）

比較
混合

（質問紙，
面接）

WAQ
（ビネット：
架空場面・
短い文章）

7-12 歳の子どもを
持つ両親 64 組
・�ADHD 児 を 持 つ

両親群 26 組
・�ADHD 児 を 持 た

ない両親群 38 組

8
Markel・
Wiener 2014

ADHD
青年と
その保
護者

ADHD のある青年と
保護者の間の葛藤の
生起と解決方法に青
年と保護者の原因帰
属がどのように影響
するかを検討

青年期 横断 比較

混合
（質問紙・

面接・
観察）

AQ
（ビネット：
架空場面・
短い文章）

13-17 歳の子どもを
持つ 51 家族
・�ADHD 青 年 を も

つ家族 29 組（本
人・父親・母親）

・�ADHD 青 年 を 持
たない家族 22 組

（本人・父親・母
親 22 家族）
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上記 3 編の研究から，児童期・青年期ともに，行動問
題や困難を認知すると非統制性・内在性で帰属すること
が示された。田中（2013）では児童期は失敗・否定的状
況において非統制性・外在性を示すとされ，非統制性は
一致するが，帰属の位置において異なる結果となった。

成人期に母親となった ADHD 者の原因帰属を問う研
究 1 編（Park ＆ Johnston, 2019）では ADHD 当事者であ
る母親が，自分の子どもの行動への原因帰属と養育に及
ぼす影響が検討された。ADHD 症状が強い母親は，成
功・肯定的状況は非統制性・外在性・非安定性・変動性
で認識する一方，子どもの失敗・否定的状況を子ども自
身の障害や意図によるものと認識し，非統制性・内在
性・安定性・全体性で捉えたことから，成人期の ADHD
者が身近な他者理解においても抑うつ的帰属スタイルを
持つことが示された。さらに，ADHD 者が母親になっ
た場合，ADHD 特有の感情調節症状が養育を困難にし，
子どもへの肯定的働きかけが減少し叱責が増加すること

が示された。この傾向について ADHD のある母親への
支援には，感情調節困難の改善を含むペアレント・ト
レーニングが有効であると考察された。以上より ADHD
児者の原因帰属の研究動向からは，自己の行動に関して
は児童期から内在性がみられ，成人期にも内在性が存在
する可能性が示された。さらに自身の行動問題や困難が
周囲のスティグマとなることを認知することとの関連が
示唆された。

2．ADHD の子どもを持つ親の原因帰属
ADHD のある子どもを持つ親の原因帰属に関する研

究は 4 編であり，母親対象 2 編，両親対象 1 編，親と青
年 ADHD の親子 1 編があり，親の原因帰属が育児行動
や子どもの行動発達に与える影響について検討された。
ADHD の子どもの発達期は児童期 3 編，青年期 1 編で
あり，定型発達との比較研究が行われ，ビネットを用い
た質問紙調査と面接の混合研究法が 3 編，介入研究 1 編

№ 著者 発表年
研究の主題 研究の方法

研究
対象 研究の主題 発達期 時間軸 群構成 データ収

集の方法
原因帰属の

評価 サンプルサイズ

9

Lebowitz・
Matthew・
Rosenthal・
Woo-kyoung

2014

ADHD 児
の行動に
関する周
囲の原因

帰属

一般市
民

ADHD 児に対するス
ティグマ形成に対す
る生物学的および心
理社会的説明の影響
ADHD を器質性と理
解することで拒絶感
が軽減される可能性
を検討

成人期 横断 単一 質問紙

ビネット：
ADHD 児の
架空場面・
短い文章

一 般 市 民， 教 師
（ADHD 児を持つ父
親・母親を含む）
200～300 人

10
Mikami・
Smit・
Johnston

2019
教員養
成課程
の学生

ADHD に特徴的な社
会的行動に対する教
室管理介入の効果を
検証。教師の ADHD
児の行動への原因帰
属及びその帰属が指
導及び自分の経験に
どのように影響する
のか

児童期 横断 比較 プログラ
ム評価

WAQ
（ビネット：
架空場面・
短い文章）
を改変した
行動評価質
問紙

教員養成課程の学
生 32 人

11 濱田 2019 保育者
保 育 者 が ADHD 児
の行動をどのように
原因帰属するか

幼児期 横断 単一 質問紙

ビネット：
ADHD 児の
架空事例・
文章

幼稚園・保育所に
勤務する保育者 202
人

12 Na・Mikami 2018

周囲の
子ども
の原因
帰属

これまでに持ってい
る ADHD 行 動 に 対
する認識と，ADHD
を有する同級生に対
する社会測定評価と
の関連性を分析し，
周囲の子どもたちは
ADHD 児の行動をど
のように帰属する
か，関わりの後にど
う変化するか

児童期 横断 比較 介入

ビネット：
ADHD 児の
架空事例・
文章

6：8-9：8 の初対面
の児童 137 人
・定型発達児 113 人
・ADHD 児 24 人
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であった。
母親を対象とした研究（Huang et al., 2014）では，質

問紙法を用いて母親の帰属が特有のパターンを示すこと
を見出した。定型発達児を持つ母親は，子どもの成功・
肯定的状況を統制性・内在性で帰属し，失敗・否定的状
況は外在性・変動性・特殊性を示す一方で，行動問題，
特に破壊的行動を示す ADHD の母親は，子どもの障害
特性に基づく成功・肯定的状況は非統制性・外在性・変
動性・特殊性で帰属し，失敗・否定的状況を統制性・内
在性・安定性で帰属する傾向があることを見出した。す
なわち，母親は行動問題を「子どもが自身で統制できる
にも関わらず，子どものせいで引き起こされる」ととら
えており，母親の子どもに対する期待の低さや，行動改
善に対する希望の持ちにくさにつながる可能性がある。

Beaulieu ら（2014）では，行動療法に基づく母親への
ペアレント・トレーニングによる介入研究を行い，その
効果と原因帰属の関連を検討した。結果から，母親は子
どもの成功・肯定的状況は「今回は運がよかった」など
外在性・非安定性で帰属し，失敗・否定的状況は「いつ
も子どもの障害が原因である」など内在性・安定性と帰
属する傾向が強かった。さらに母親が「自身の養育行動
にも原因がある」と外在性で帰属する場合には，育児行
動への改善意欲がみられやすく，具体的な技法の導入や
効果の持続が得られやすいが「今回は教師の関わり方が
原因だ」などと帰属する場合には改善意欲が乏しい傾向
が確認された。これらの結果から，ペアレント・トレー
ニングを効果的に取り入れるために，事前に親の原因帰
属を把握した支援を行うことが重要であることが示され
た。

上記 2 編の，母親を対象とした研究は，母親は ADHD
児の失敗・否定的状況である行動問題を内在性・安定性
で帰属し，ADHD 児に対する親の養育態度や介入効果
に大きな影響を与えることが共通して示された。

両親を対象とした研究（Williamson ＆ Johnston, 2015）
では，ADHD 児の行動問題に対する父親と母親の原因
帰属の違いに焦点化し，子どもの行動問題にどのような
影響を及ぼすかを縦断的に検討した。父親は，子どもの
行動を「統制可能である」とみなしつつ否定的に評価す
る傾向があり，7 か月後には父親の否定的帰属のみが
ADHD 児の行動問題を予測した。この結果から，父親
の罰的・敵対的な対応を引き起こし，それが子どもの反
抗的態度を強化し，さらなる問題行動へとつながると考
察した。さらに，母親と父親の原因帰属の違いを，子ど
もとの関わりの文脈に即して解釈した。母親の原因帰属
は，日常的なタスク等を通じた子どもとのやりとりに基
づくもので，子どもの行動問題の影響をより強く受ける
が，父親の帰属は，遊びやスポーツといった非日常的な
相互作用に基づいていると考察した。こうした関与場面

の違いが，原因帰属の差異を生じさせているとすれば，
支援の際には両親の役割や育児関与の質的差異を考慮す
る必要があり，特に父親の原因帰属のありようへの介入
が極めて重要であることが示唆される。

青年期 ADHD における親子間の葛藤と原因帰属の関
連を扱った研究（Markel ＆ Wiener, 2014）では「この葛
藤はあなたの子どもの性格や障害によるものだと思いま
すか？」（内在性）「この葛藤は家庭環境によるものだと
思いますか？」（外在性）などの質問で構成されたビネッ
トが使われた。結果から ADHD 群の親子は，定型発達
群の親子よりも多くの葛藤を抱えていた。ADHD 群の
母親と子は葛藤を外在性で帰属した。ADHD 群の父親
は葛藤の多くを内在性でとらえ，特に内在性・安定性・
全体性で帰属した場合に強い葛藤を報告した。母親や本
人が葛藤の原因を外在性と捉える傾向は，責任の個人化
を避け，親子関係の維持を図る適応的な認知とみなすこ
とができる。一方で，父親が示す内在性・安定性・全体
性はより強い葛藤を引き起こし，より父親への認知の再
構成が必要であることが示唆された。

3．ADHD 児者の周囲の人物の原因帰属
ADHD 児者の周囲の人物の原因帰属に関する研究は 4

編が該当した。周囲とは一般市民，支援者（教員養成課
程の学生，保育者），子どもで，すべて架空場面による
ビネット調査が採用された。

一般市民の原因帰属（Lebowitz et al., 2014）では，
ADHD 児者の行動問題の原因に関する説明の違いが，
一般市民のスティグマや支援態度，治療可能性の認識に
どのように影響するかを調査した。オンラインで募集し
た一般市民に，ADHD の代表的な症状を描写した架空
場面のビネットを示し，その行動の原因が遺伝的要因や
脳の構造に起因する生物学的要因，または家庭環境や育
児方法に起因する心理社会的要因のいずれかで説明し，
参加者が ADHD 児に対して感じる社会的距離と，
ADHD 児の治療可能性に関する参加者の信念について
合わせて質問した。結果から生物学的説明は，治療可能
性に対する疑念を増加させる一方で社会的距離を減少さ
せる結果をもたらしたが，行動改善への治療が困難であ
るという認識を強化するダブルエッジソード効果を持つ
ことが示された。心理社会的説明を受けた参加者は，治
療可能性を示す一方で行動の原因を養育や家庭に帰属さ
せ，子どもや親に対する非難が増加しスティグマ化する
傾向がみられた。よって ADHD の症状についてどのよ
うな説明をするか，すなわちどう帰属させたかが人々の
態度形成に大きく影響し，生物学的説明がスティグマの
軽減に有用であることが示された。

教員養成課程の学生が ADHD 児の行動をどのように
帰属するかの研究（Mikami et al., 2019）では，ADHD 児
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の行動に関する架空場面のビネット調査を採用し，原因
帰属と，子どもとの関係構築や行動管理技術の導入・満
足感に影響を与えるか，教師の態度として子どもの社会
的ネットワークへの気付きを 2 週間のサマープログラム
の実習環境で検証し，プレポスト評価で測定，行動管理
プログラムの有効性を検討した。結果として子どもの行
動を，統制性，障害特性であり子どものせいではないと
外在性で帰属する教師は子どもとの関係をより肯定的に
とらえており，行動は一時的なものと非安定性で帰属す
るほど行動管理プログラムへの満足度が高く，子どもの
社会的ネットワークにより敏感になったと感じ，教師に
も子どもにも良好な実習経験をもたらしたと報告した。
原因帰属のありようは教師と子どもの関係性に直結し，
教師が ADHD の行動問題は障害に由来するものであり，
その障害は非統制性で，外在性・非安定性・特殊性と捉
える傾向が強いほど，子どもは教師からの信頼感や安心
感を得やすくなり教師と子どもとの良好な関係性が築か
れ，教師の柔軟で積極的である行動管理姿勢と関連して
いた。一方で，障害を統制性・内在性であるとみなし，
安定性・全体性とみなす教員は，ADHD 児に対して否
定的で固定的な見方をもちやすく，支援動機が下がるこ
とが示された。考察として教員養成に対する示唆とし
て，行動問題に対する原因帰属の再構築化が重要である
とした。

保育者を対象とした研究（濱田，2019）では，保育者
が子どもの ADHD 行動を親の養育要因（外在性），生ま
れつきの特性（内在性）のいずれで帰属するかと，保育
者自身が選択する保育における対応を， 架空事例のビ
ネットを用いて調査された。結果から，子どもの行動を
内在性で帰属した保育者はポジティブな関与を選びやす
い傾向が見られた。一方，外在性で帰属した場合には，
対応が厳格で社会的望ましさに沿うものになりやすかっ
た。また保育経験が短い保育者が外在性・安定性で帰属
する場合には親のしつけや生活習慣の問題が関連あると
考え，内在性・安定性で帰属する場合には子どもの性格
や努力が足りないとする傾向があった。10 年以上の保
育者や障害児保育の経験が長い保育者は，外在性ではあ
るが親の養育要因ではなく保育環境の在り方に帰属し，
保育者の働きかけや環境を見直すことで変化が期待され
るといった非安定性を選択した。保育者育成への示唆と
して，帰属の視点を含む研修内容の必要性が考察されて
いる。

子どもを対象とした研究（Na ＆ Mikami, 2018）では，
ADHD 児の行動に対する周囲の子どもたちの原因帰属
が，同級生による好意や支援意欲，社会的受容の程度に
与える直接的な影響が検討された。2 週間のサマー・デ
イキャンプに参加した初対面の子どもどうしを対象にプ
レポスト調査で行われた。プレ調査では，子どもたちに

「ADHD の仮想クラスメイト」に関するビネット調査を
行い，非統制性「その子の（ADHD）行動は本人のせい
ではなく，コントロール不可能である」と感じるか，好
意傾向「その子をどれくらい好きと思うか」，援助意欲

「その子をどれくらい助けたいと思うか」について確認
した。キャンプ最終日のポスト調査では参加者に対して
好意・嫌悪評価，友だちとしての指名数を測定した。結
果から，プレ調査で高い支援意欲を示した子どもたち
は，ADHD 児に好意的評価をより多く与えていた。ま
た，プレ調査で ADHD の行動問題を統制性・内在性で
とらえた子どもは，ADHD 児に対しより多く「嫌い」
と投票し評価点も低く否定的評価や排除を行いやすかっ
た。非統制性で外在性ととらえた子どもは「好き」と投
票し評価点も高く，好意的評価や支援意欲が高かった。
よって，子ども同士においても原因帰属が他者評価と人
間関係評価に直接影響を与えたことが示された。考察で
は，ADHD 児が行動療法や薬物療法で改善しても，周
囲の子どもの認識が変わらない限り社会的排除や拒絶が
残る可能性があることを指摘された。

Ⅳ．考察

結果をもとに田中（2013）が示した課題 3 点について
その後の研究動向をまとめ，新しい知見が得られたか考
察する。さらに，今回の分析による ADHD の周囲の人
物を対象とした原因帰属研究からの視点を加えて検討す
る。これら 4 点の考察から得られた臨床的な視座を提示
する。

1．『発達による変容の検討』の考察
児童期及び青年期の ADHD の原因帰属について今回

の分析では，失敗・否定的状況に対する非統制性・内在
性が示された。一方，成人期 ADHD 者自身の行動に関
する原因帰属を扱った研究はみられなかった。よって，
発達による変容についての明確な研究の展開は確認され
なかった。

しかしながら，田中（2013）の示した研究動向では児
童期は非統制性で外在性の原因帰属を示すとされたが，
今回の結果では非統制性・内在性が示されたことは，注
目すべきである（Colalillo ら，2014：Haas ら，2015）。
これは，ADHD 児が自らの行動問題や危険な状況を認
知した際，それを『自分の障害のせいであり（内在性），
自分では統制できない（非統制性）もの』と捉える傾向
があることを示している。さらに青年期では社会的に望
ましくない行動であり他者のスティグマとなると考えて
いた（Varma & Wiener, 2020）。スティグマの認知は，罪
悪感や無力感の形成につながるリスクとともに，治療動
機や障害理解に影響を及ぼす（Ohan & Johnston, 1999）
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ことから二次障害の発現を促すとともに，児童期・青年
期からの支援が不十分となる可能性がある。

また，児童期・青年期を扱った 3 編すべてが，非統制
性・内在性の原因帰属を ADHD 児の発達の未熟さや内
省力の弱さに起因するものとして考察を加えている。こ
れは個人モデルに基づく考え方である。この立場に立
ち，児童期の原因帰属と社会的望ましさの理解や，他者
からのスティグマの認知に関する研究を深め，本人に対
しては帰属スタイルの偏りを修正し，より柔軟でバラン
スの取れた帰属を促す適切な認知的再構成への支援が重
要であることは言うまでもない。その一方で，社会モデ
ルに立ち，ADHD 児の環境を調整する社会モデルの考
え方による支援が必要な視点であることを，児童期の非
統制性・内在性の原因帰属が示しているであろうと考え
られる。社会モデルに立った，親をはじめとした周囲の
スティグマの除去などの支援が望まれる。

さらに，発達による変容を明らかにするためには，成
人期を対象とした研究の充実や，周囲のスティグマや養
育態度，介入の有無などを変数とした児童期・青年期か
ら成人期に至るまでの縦断的な視点を持った知見の蓄積
が必要である。

2．『親の原因帰属と二次障害』の考察
前項の通り児童期 ADHD の原因帰属に関する研究で

も，親をはじめとした周囲のスティグマの認知が二次障
害と関連することは示されたが，ADHD の子どもを持
つ親が子どもの行動問題をどのように原因帰属するか，
養育態度への影響に焦点を当てた研究においても，その
養育態度が二次障害につながる可能性が示唆された。

二次障害等を予防するための親への介入の効果は，母
親の原因帰属によって媒介されることが示され，母親の
原因帰属の認知的再構成を促す介入が必要であることが
指摘された（Beaulieu ら，2014）。このような子どもの
失敗・否定的状況に対する母親の原因帰属は自閉スペク
トラム症（以下 ASD）でも同様の結果が示されており

（Kil et al., 2021），ADHD 児の親に限った傾向であると
は言えないが，行動問題が課題になりやすい ADHD 児
では重要な視点でもある。

一方，父親の原因帰属に焦点化した研究は新しい知見
を提供した（Williamson & Johnston, 2015）。父親は母親
よりも強い否定的な帰属スタイルを持つことが示され，
父親の帰属スタイルが子どもの将来の行動問題に有意に
影響するという知見は，支援の焦点が母親に偏りがちで
あった従来の支援モデルを再考する重要な契機となると
言える。特に父親が，子どもが自身の行動を統制可能で
あると判断しつつ否定的に帰属することが，厳罰的対応
や強化の連鎖モデルを通して子どもの二次障害である問
題行動生起への悪循環を生むことが示されている。例え

ば Patterson（1982）の強化の連鎖（coercive cycle）養育
モデルとも一致する知見であり，この結果からは子ども
の長期的な行動改善に資する可能性を示しつつ，父親の
否定的帰属に対する認知的再構成へのアプローチが求め
られる。したがって家族全体の帰属の違いを調整する働
きかけにより，親子間の葛藤を緩和し，より安定した関
係構築を支援する方向性が重要である。田中（2011）は

「親の帰属は子どもの行動の機能に意味を与える解釈的
フィルターとなり，子どもに対する情動的行動的反応を
導く」（p241）と指摘した。母親・父親双方の原因帰属
がもたらす養育態度は，子どもの二次障害の機序に関わ
るものである。　

3．『原因帰属を明らかにする研究方法』の考察
研究の多くが横断研究であり，発達の時間軸を考慮し

た縦断研究や事例研究などはみられなかった。また，定
型発達児との比較研究を採用していたことから，例えば
ASD との比較研究は確認できず，ADHD 児者に特有と
言える原因帰属のありようは明らかになっていなかっ
た。さらに，対象を問わず質問紙調査を中心とした混合
研究法がほとんどであり，ビネット調査が最もよく使わ
れる傾向は 2013 年以前と同様であった。ビネット調査
は質問紙調査よりも社会的望ましさなどの影響を受けに
くく，自己関与的な場面の設定として日常的・現実的な
場面への反応を通じて参加者の帰属傾向を引き出すのに
有効であると考えられる。よって社会的望ましさに強く
反応する ADHD 児者においては，変わらずに適した調
査方法であると言えるだろう。さらに架空事例にはシナ
リオや写真などが使われており，並行して観察や具体的
なエピソードや面接を組み合わせることで，ADHD 児
者が，仮想事例に対して社会的望ましさで回答するリス
クを回避し，自己関与に近接できる工夫が導入されてい
た（例えば Varma & Wiener, 2020）。しかし，ナラティブ
で個別的な理解にアプローチする研究はみられず，今後
の課題である。

原因帰属の位置に関する考え方としては，障害そのも
のを内在性とする研究と，外在性とする研究の両方が見
られ，一致していなかった。障害による失敗・否定的状
況を本人の責任に帰すかどうか，原因帰属のさらなる理
論化が必要である。

以上より，ADHD 児の原因帰属研究は多くの課題を
残したままであり，今後の発展が望まれる。

4．�『ADHD の周囲の人物の原因帰属のありかたへのア
プローチ』

今回の結果から得られた新しい知見である『ADHD
の周囲の人物の原因帰属のありかたへのアプローチ』
は，従来の研究の主流であった ADHD 児者本人及び母
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親に加えて，父親や親子関係，周囲（市民・支援者・子
ども同士）にまで拡大した点である。特に周囲を対象と
した研究はこれまで見当たらず，周囲の人々による原因
帰属が ADHD 児者の社会的受容や支援態度に強く影響
していることが示され，社会モデルにもつながる重要な
視点であると言えよう。特に，一般市民においては

（Lebowitz ら，2014），ADHD に関する理解・啓発が単
なる情報提供にとどまらず，その行動の原因をどのよう
に説明するのかを含めた情報発信が必要であることを示
している。教員・保育者等支援者においても，原因帰属
のありようが支援の姿勢や子どもとの関係構築に直結し
ており（濱田，2019：Na・Mikami, 2018），ADHD の機
能障害に対する研修に支援者自身の原因帰属を省察し再
構成するような研修等が重要であることが確認された。
同様に子ども同士においても，社会的受容と排除行動へ
の関連が明らかになった。障害の特性への理解啓発に加
え，支援者自身の原因帰属を省察する研修などの機会を
導入することが不可欠である。

Ⅴ．まとめと今後の課題　

本稿が示した ADHD 児者にかかわる原因帰属研究の
動向から，今後の課題として，各発達段階における
ADHD 児者の原因帰属のありようを解明することが求
められる。本稿では，特に ADHD 児が親や周囲のスティ
グマを認知することが内在的な原因帰属と関連すること
が示されたことから，その発生機序の解明が必要であ
る。ADHD 児者本人へのアプローチ，すなわち個人モ
デルに立脚した原因帰属の認知的再構成を主題とした心
理教育的支援の在り方とその実践に関する研究の展開が
期待される。その上で，発達期にまたがる発達的変容の
有無や様相，影響を与える要因などを，縦断的な研究手
法や事例研究を用いて明らかにすることが今後の課題で
ある。

また，親に関しては，母親及び父親の原因帰属が養育
態度や治療動機に影響し，ADHD 児者の二次障害と密
接に関連することが明らかになったことから，親のス
ティグマ形成の様相を解明し，予防する観点からの原因
帰属研究の深化を図るとともに，その知見を親への介入
手法に活用し，帰属の認知的再構成を促すことが，二次
障害の予防にもつながることが示唆されよう。

さらに，教師や保育者，子どものような周囲の人物か
ら，一般市民までを対象とした原因帰属研究が進展した
ことは，非常に意義深い。社会に対する ADHD 児者の
理解啓発において，ADHD 児者が過度に内在的な帰属
をすることのない，スティグマのない環境を醸成するた
めに，社会モデルの視点に立った情報発信と態度変容の
促進が求められる。
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